大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の一部改正案（概要）

府民文化部人権室人権推進担当課
■改正の理由

・平成19年、不動産会社がマンション建設等に先立ち、その建設予定地に
　 係る土地調査を広告会社に調査依頼し、広告会社はさらにリサーチ会社
に調査委託する中で、リサーチ会社等が同和地区の所在など差別につな
がる土地調査を行っていた事実が発覚した。
・部落差別につながる土地調査行為は差別助長行為であるにもかかわらず
現行条例では規制できないため、本条例を一部改正することにより、府民
の基本的人権の擁護を図る。
■改正の要点

　⑴　目的の改正：調査、報告等の行為の規制について、個人調査に加え、

　　　　　　　　　　　　新たに土地調査を追加
　⑵　定義の改正：土地調査等を行う者の定義を追加

　⑶　自主規制及び届出の取扱い：自主規制、届出の規定は置かない。
　　　 －営業行為に関連して土地調査等を行う者は様々な業種に存在し、

　　 　　 「土地調査業」なる業種が存在しない。
　⑷　規制内容（遵守事項）の追加：①土地取引に関わって調査する土地に、

　　　 同和地区があるかないかについて調査し、報告する行為

　　　 ②同和地区の所在地の一覧表等の提供及び特定の場所又は地域が

　　　 同和地区にあることの教示行為

　⑸　違反行為の取扱い：土地調査等を行う者の違反行為には、勧告、事実

　　　 の公表を適用
■施行期日　平成23年10月1日（予定）
資料４





　　　　　　　　　　　　　　　大阪府部落差別調査等規制等条例一部改正案の概要
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　　同和地区に居住していること又は居住していたことを理由になされる結婚差別・就職差別等の部落差別事象（以下「部落差別事象」という。）を引き起こすおそれのある（個人及び土地に関する事項の）　調査、報告等の行為の規制に関し必要な事項を定めることにより、部落差別事象の発生を防止し、もつて府民の基本的人権の擁護に資する。
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